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5. 方法書についての意見及びそれに対する事業者の見解 

5.1 方法書についての住民意見の概要及びそれに対する事業者の見解 

方法書は、「福井県環境影響評価条例」（平成11年福井県条例第２号）第10条の規定に基づき

一般の環境の保全の見地からの意見を求めるため、同条例第９条の規定に基づき平成30年11月

26日から平成30年12月25日まで縦覧に供し、平成30年11月26日から平成31年１月８日まで意見

を求めたところ、環境の保全の見地からの意見書の提出は０通であった。 

 

 



- 164 - 

 

5.2 方法書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

「福井県環境影響評価条例」（平成11年福井県条例第２号）第12条第１項の規定に基づき、平

成31年４月26日に福井県知事意見が出された。 

方法書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解は、表 5.2-1に示すとおりである。 

 

表 5.2-1(1) 方法書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

区分 知事意見 事業者の見解 

１ 

環
境
影
響
評
価
の
項
目
に
つ
い
て 

環境影響評価手続き中において、より

具体化した事業計画や現施設の解体等

の関連する事業により新たな影響要因

が明らかとなった場合、および環境影響

に関する新たな事実が判明した場合に

は、環境影響評価の項目を見直すこと。 

事業計画について、新ごみ処理施設整備基本

計画での検討結果や配慮書・方法書での意見、

方法書以降に実施した対象事業実施区域の地

質調査結果及び造成計画を踏まえ、対象事業実

施区域の変更内容や配置計画、造成計画等の具

体的な事業計画を「3.対象事業の目的及び内

容」（p6、p15～p16、p37～p39）に記載しまし

た。 

なお、既存施設の解体については、将来的に

は実施するものの、現時点では具体的な計画は

ありません。また、試運転時を除き、既存施設

と新たな施設の同時稼働はありません。 

これに基づき環境影響評価の項目を検討し

た結果、方法書に示した環境影響評価の項目に

ついて、新たに追加するものはありませんでし

た。 

２ 

環
境
影
響
評
価
の
調
査
、
予
測
お
よ
び
評
価
の
手
法
に
つ
い
て 

(1) 大気質、騒音、低周波音および悪臭

について、地形や周辺住居等の分布

を十分考慮し、調査地点や予測手法

等を選定すること。 

大気質、騒音、低周波音および悪臭について

は、地形や周辺住居等の分布を考慮し、調査地

点等の選定を行い、「8.調査、予測及び評価の

手法及び結果 8.1 大気質」（p177、p200等）、

「同 8.2 騒音」（p284）、「同 8.4 低周波音」

（p351）及び「同 8.5 悪臭」（p357）に記載

しました。また、それに基づく調査、予測・評

価の結果を記載しました。 

(2) 施設の稼働に伴う大気質および悪

臭の予測に当たっては、施設の運転

管理方法を踏まえた適切な排ガス

等の条件を設定すること。 

本施設からの排ガスは、基本的に法規制値よ

りも厳しい値を環境保全目標として定め、これ

を遵守するよう運転管理を行ってまいります。 

施設の稼働に伴う大気質および悪臭の予測

に当たっては、設定した環境保全目標値や最新

の計画ごみ質等を基に排ガス等の条件を設定

し、これに基づき予測・評価を実施しました。 

(3) 掘削等工事の実施に伴う水の濁り

の調査に当たっては、降雨時の流量

および濁りの推移を的確に把握で

きるよう時期や頻度等を設定する

こと。 

掘削等工事の実施に伴う水の濁りの調査に

あたっては、２回の降雨時について、一般的な

降雨時の状況を把握できるよう時期を設定し、

一定の時間間隔で測定を実施することで、降雨

時の流量および濁りの推移を把握できるよう

調査を実施しました。 
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表 5.2-1(2) 方法書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

区分 知事意見 事業者の見解 

２ 

環
境
影
響
評
価
の
調
査
、
予
測
お
よ
び
評
価
の
手
法
に
つ
い
て 

(4) 動植物や生態系について、調査状況

に応じた調査手法の見直し、調査結

果を踏まえた予測、評価および環境

保全措置の検討が適切に行われる

よう必要に応じて専門家から助言

を受けること。 

動植物や生態系について、方法書に記載した

手法を基本に、より具体化した事業計画を踏ま

え調査を実施しました。また、適宜、専門家へ

ヒアリングを行い調査手法の妥当性を確認し

て進めました。なお、調査の過程で、対象事業

実施区域の周辺で希少猛禽類のオオタカの営

巣が確認されたことから、行動圏を把握するた

めの調査計画の妥当性を専門家へ確認すると

ともに、調査圧の軽減、調査精度確保のための

助言を得ながら、その内容を反映した追加調査

を実施しました。 

また、予測・評価の実施にあたっては、専門

家の助言を得ながら環境保全措置の検討を行

い、その経緯等を「9.環境保全措置の内容」

（p541、p543）に記載しました。 

(5) より具体化した事業計画を踏まえ、

影響を受けるおそれがある動物の

生態に応じた調査および予測手法

となるよう必要に応じて調査等を

見直すこと。 

(6) 希少猛禽類など行動範囲が広域と

なる種については、調査範囲を方法

書の範囲に限定することなく広く

把握するよう努めること。 

鳥類(猛禽類)調査においては、猛禽類の確認

状況に応じて調査地点を移動させ、調査範囲に

限定することなく広く把握することに努めま

した。 

(7) 景観について、遠景域に存在する不

特定多数の人々が訪れる眺望点か

らの景観への影響も考慮し、調査地

点等を選定の上、工場棟位置、煙突

等施設の配置、構造および色彩なら

びに敷地内の緑化などの環境保全

措置を検討し、予測および評価を行

うこと。 

景観については、遠景域に存在する眺望点と

して、対象事業実施区域から西側約７㎞の位置

する足羽山公園を調査地点として追加しまし

た。 

予測にあたっては、工場棟の位置及び配置、

煙突高さ、構造および色彩ならびに敷地内の緑

化などの事業計画の環境配慮を検討した結果

を踏まえフォトモンタージュの作成を行い、予

測および評価を行いました。 

また、工場棟の位置及び配置、煙突高さの比

較検討の経緯については、「9.環境保全措置の

内容」（p529～p532）に記載しました。 

(8) 工事の実施に伴う廃棄物等につい

ては、予測期間を工事期間全体とす

ること。 

工事の実施に伴う廃棄物等については、予測

期間を工事期間全体とし、予測・評価を実施し

ました。 

(9) 施設の稼働に伴う温室効果ガス等

について、各種の電気・余熱利用等

手法について情報収集を行い、利用

可能な環境保全措置を検討し、予測

等に反映すること。 

施設の稼働に伴う温室効果ガス等について、

電気等の施設で利用するエネルギー量を情報

収集するとともに、廃熱を利用した発電や蒸気

の利用など利用可能な環境保全措置を検討し

たうえで、予測・評価を実施しました。 
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表 5.2-1(3) 方法書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

 

区分 知事意見 事業者の見解 

３ 

環
境
影
響
評
価
準
備
書
の
作
成
等
に
つ
い
て 

(1) 環境影響評価項目の選定につい

て、影響要因の見直しなどにより

追加した項目を含めその選定・非

選定理由を記載すること。 

最新の事業計画に基づき、選定する環境影響評

価項目の検討を行い、選定・非選定理由につい

て、「7.対象事業に係る環境影響評価の項目」

（p173～p174）に記載しました。 

(2) 調査および予測の地点および時期

等については、その選定の妥当性

が確認できるよう、予測の前提条

件を明記するなど、より具体的に

選定理由を記載すること。 

調査および予測の地点および時期等につい

て、その選定の妥当性が確認できるよう、予測

の前提条件を明記するなど、より具体的に選定

理由について、「8.調査、予測及び評価の手法及

び結果 8.1 大気質」（p177、p180等）、「同 8.2 

騒音」（p284）等、各項目に記載しました。 

(3) 現地調査結果の記載に当たって

は、調査の手法とその結果が関連

できるように整理すること。 

 なお、希少な動植物種の生息ま

たは生育状況の記載に当たって

は、当該動植物の生息・生育地、

特に営巣地が特定されないように

するなど、保護の観点に十分配慮

すること。 

現地調査結果の記載に当たっては、調査の手

法とその結果が関連できるように整理しまし

た。 

なお、現地で確認された希少な動植物種の生息

または生育状況の記載に当たっては、当該動植

物の生息・生育地、特に営巣地が特定されない

ようにするなど、保護の観点に十分配慮し、準

備書を作成しました。 

(4) 環境保全措置の検討に当たって

は、環境影響の回避・低減を総合

的に評価するものとし、環境保全

措置に係る最新情報を収集の上、

煙突高さや施設配置、排ガス処理

施設等の事業計画に係る複数案の

比較検討、実行可能なより良い技

術が取り入れられているかどうか

の検討等を通じて、講じようとす

る環境保全措置の妥当性を検証

し、これらの検討の経緯を明らか

にできるよう整理すること。 

環境保全措置の検討に当たっては、環境影響

の回避・低減を総合的に評価するものとし、環

境保全措置に係る最新情報を収集の上、準備書

段階における煙突高さや施設配置、排ガス処理

施設等の事業計画を考慮し、実行可能なより良

い技術が取り入れられているかどうかの検討等

を通じて、講じようとする環境保全措置の妥当

性を検証し、これらの検討の経緯を明らかにで

きるよう整理しました。 

(5) 準備書は専門的な内容が多く、ま

た、膨大な図書になる可能性があ

ることから、作成に当たっては、

図表や平易な用語を用いることな

どにより、できる限りわかりやす

い内容となるよう配慮すること。 

準備書の作成に当たっては、図表や平易な用

語を用いることなどにより、できる限りわかり

やすい内容となるよう配慮しました。 

(6) 住民等が準備書について十分に理

解し意見が述べられるよう、その

周知等に努めること。 

住民等が準備書について十分に理解し意見が

述べられるよう、その周知等に努めます。 
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6. 準備書についての意見及びそれに対する事業者の見解 

6.1 準備書についての住民意見の概要及びそれに対する事業者の見解 

準備書は、「福井県環境影響評価条例」（平成 11 年福井県条例第２号）第 19条の規定に基づ

き一般の環境の保全の見地からの意見を求めるため、同条例第 17 条の規定に基づき令和２年９

月 10日から令和２年 10月９日まで縦覧に供し、令和２年９月 10日から令和２年 10 月 23 日ま

で意見を求めたところ、環境の保全の見地からの意見書の提出は０通であった。 
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6.2 準備書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

「福井県環境影響評価条例」（平成 11 年福井県条例第２号）第 21 条第１項の規定に基づき、

令和３年３月 12 日に福井県知事意見が出された。 

準備書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解は、表 6.2-1に示すとおりである。 

 

表 6.2-1(1) 準備書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

知事意見 事業者の見解 

福井市新ごみ処理施設整備事業は、現ごみ処

理施設の老朽化に伴い新たな施設の整備を行

い、処理能力の見直しや排ガス中の大気汚染物

質濃度の低減等により温室効果ガスを含めた

環境負荷を大きく削減するものである。 

一方、その整備に当たっては、オオタカやギ

ンランといった希少な動植物の生息・生育地で

あり、田園景観を形成する二次林等が改変され

る。 

このため、福井県環境影響評価条例の趣旨を

踏まえ、事業の実施に当たっては、準備書で掲

げた環境保全措置や環境配慮方針を着実に実

施するとともに、最新の設備・技術の導入や造

成地整備の際の生態系への配慮などを行い、環

境影響をできる限り回避・低減するよう努める

ことが重要である。 

特に、以下の事項については、十分に考慮の

上、評価書を作成し、事業を適切に実施する必

要がある。 

事業の実施に当たっては、環境影響評価書に

記載した環境保全措置や環境配慮方針を着実に

実施します。 

また、煙突排ガスや温室効果ガスによる影響

の低減を図るため最新の設備・技術の導入につ

いて、事業者選定注)及び実施設計の段階におい

て検討を行うとともに、造成地整備の際の生態

系への配慮などを行い、環境影響をできる限り

回避・低減するよう努め、事業を実施します。 

 
注）本事業は、民間事業者が設計・建設・運営を行う

DBO（Design Build Operate）方式により実施する。

民間事業者の選定にあたっては、提出される事業提案

書の審査を行う。 

１ 事業実施区域の近傍で繁殖しているオオタ

カおよびサシバについては、工事中および供

用後において事後調査を適切に実施するこ

と。 

この事後調査の実施および調査結果の評価

に当たっては、専門家の意見を反映し、その

結果に応じて、必要な措置を講じること。 

工事中及び供用時は、オオタカの事後調査を

実施する計画です。サシバについては、これま

での調査結果及び現地の状況から勘案し、事業

実施に伴う影響は小さいと予測していますが、

周辺で繁殖していることを踏まえ、オオタカの

事後調査を行う中で、繁殖状況の確認を行う計

画です。これらの内容について、「10.事後調査

の内容」（p581）に記載しました。 

また、事後調査の実施にあたっては、適宜、

専門家の意見を聴取しながら、調査結果に応じ

て環境保全措置の追加・変更を行い、影響の回

避・低減を図ります。 

２ 事業実施区域に生育しているギンランにつ

いては、菌根菌（キノコ）との共生植物であ

るという知見を踏まえ、類似の生育環境へ移

植を行うこと。 

また、事後調査は、結実するなど移植後の

定着を確認できる十分な調査期間を設定する

こと。 

移植事例や最新の知見の収集を行ったうえ

で、移植先の選定を行い、可能な限り表土ごと

移植するなど、移植方法について検討します。 

また、事後調査として、目視による個体数及

び生育状況の記録を、移植後３年目までの開花

期（計３回）に実施する計画ですが、専門家の

意見を受けながら、ギンランの開花・結実の状

況等に応じて調査期間は変更することとしまし

た。この内容について、「10.事後調査の内容」

（p581～p582）に記載しました。 
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表 6.2-1(2) 準備書についての知事意見及びそれに対する事業者の見解 

知事意見 事業者の見解 

３ 施設の存在による身近な景観への影響につ

いては、事業実施区域およびその周辺は福井

市景観基本計画で田園風景を保全する地域に

位置付けられていることから、落葉期に加え

田植え期などのフォトモンタージュを作成

し、その結果を踏まえて色彩等を検討するこ

と。 

また、建物の形状や夜間照明についても、

動植物の生態等にも配慮しつつ、周辺景観と

の調和を図ること。 

田植え期に近い繁茂期の現地調査結果（令和

元年 6月 13 日）を用いてフォトモンタージュを

作成し、その結果を「8.10 景観」（ｐ498～p504）

に記載しました。建物の色彩やデザイン等の計

画については、落葉期・繁茂期の両フォトモン

タージュを参考としたうえで、周辺住民の意見

も伺いながら検討を行います。 

建物外観のデザインや夜間照明に関する動物

へ配慮として、場内の夜間照明は焼却炉運転の

ための必要最小限とし、ライトアップ等の過度

な照明は設置しない計画とします。そのため、

事業者が設計・建設及び運営を事業者に委託す

る内容を記載する要求水準書にその旨を記載し

ます。この内容について、「9.4 環境影響評価

項目に係る環境配慮方針」（p565）に記載しまし

た。 

４ 工事中または供用後において環境に影響を

及ぼす新たな事実が判明した場合には、県お

よび関係市町に報告するとともに、必要に応

じて、適切な環境保全措置を講じること。 

工事中又は供用後において環境に影響を及ぼ

す新たな事実が判明した場合には、県及び関係

市町に報告し、必要に応じて、専門家の意見を

伺いながら適切な環境保全措置を講じます。 

５ 評価書の作成に当たっては、以下のことに

ついて留意すること。 

①評価については、実行可能な範囲でできる

限り回避または低減されているかどうかに

ついて、具体的な数値等を用いるなど、客

観的な根拠を示し、その妥当性を明確にす

ること。 

②評価書作成までに検討するとした環境保全

措置については、その検討経緯を含め記載

すること。 

③図表等を用いるなど、住民等に分かりやす

い内容とすること。 

以下のことに留意し、評価書を作成しました。 

①評価書において、さらに客観的な評価となる

よう記載手法を検討し、「11.総合評価」（ｐ

587）の記載に反映しました。 

②猛禽類調査について、準備書では１繁殖期目

の調査結果を基に予測評価を行い、本書では

１繁殖期目及び２繁殖期目注）の調査結果を基

に予測評価を行いました。１繁殖期目及び２

繁殖期目の調査結果を「8.7 動物」（p400～

p401）、評価書作成までの環境保全措置の検討

経緯を「9.2 環境保全措置に係る検討につい

て」（p541）に記載しました。なお、予測評価

の結果、準備書と本書において環境保全措置

等に大きな変更はありませんでした。 
注）２繁殖期目の調査で、重要な種として新たにハチク

マが確認されましたが、対象事業実施区域周辺での繁

殖の可能性は低く、影響は極めて小さいと予測され、

環境保全措置等の必要はないことを確認しました。 

 

③分かりやすい内容となるよう、留意して評価

書を作成しました。また、事業について理解

得られるよう、今後も引き続き住民等に対し

分かりやすい情報提供に努めます。 
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7. 対象事業に係る環境影響評価の項目 

7.1 影響要因の把握 

本事業に係る環境影響評価の項目は、「福井県環境影響評価技術指針」（平成11年６月12日 福

井県告示第486号、以下「技術指針」という。）第５に従い、別表第６～７に定められた参考項

目を基本とし、事業特性及び地域特性を踏まえ、環境に影響を及ぼすおそれがある要因毎に、

環境に影響を受けるおそれがあるとされる環境要素を検討したうえで、環境影響評価を行う項

目を選定した。 

本事業の実施に伴う影響要因を表 7.1-1に示す。 

工事の実施時の要因としては、建設機械の稼働、資材等の運搬に用いる車両（以下「工事用

車両」という。）の運行、掘削工事及び切土・盛土・造成工事があげられ、土地又は工作物の存

在及び供用時においては、敷地の存在、施設の存在、施設の稼働、施設利用車両の走行があげ

られる。 

 

表 7.1-1 本事業の実施に伴う影響要因 

影響要因の区分 想定される行為 

工
事
の
実
施 

建設機械の稼働 施設の工事にあたって、各種建設機械の稼働を行う。 

工事用車両の運行 資材及び機械の運搬に用いる車両が公道を走行する。 

掘削工事及び切土・盛

土・造成工事 
施設の工事にあたって、造成工事や掘削工事等を行う。 

土
地
又
は
工
作
物
の 

存
在
及
び
供
用 

敷地の存在 土地の造成により山林が伐採され、新たな造成地が出現する。 

施設の存在 対象事業の供用時に建物や煙突等の施設が出現する。 

施設の稼働 
施設を稼働することにより、排ガスや騒音・振動、悪臭等が発

生する。 

施設利用車両の走行 
廃棄物の運搬車両等、ごみ焼却施設の施設利用車両の走行があ

る。 

 

7.2 環境影響評価項目の選定及びその選定・非選定理由 

本事業において調査、予測、評価を行う環境影響評価項目は、技術指針に示される「廃棄物

焼却施設」の参考項目を参考とし、事業特性と地域特性を考慮して表 7.2-1に示すとおり選定

した。 

本事業においては、大気質、騒音及び振動、悪臭、水質、動物、植物、生態系、景観、人と

自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等及び温室効果ガス等を選定した。また、環境影響評価

項目として選定する理由及び選定しない理由を表 7.2-2に示す。 
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表 7.2-1 環境影響評価の項目選定 

 
 
 

影響要因の区分 
 
 
 
 
 
 環境要素の区分 
 

工事の実施 
土地又は工作物の存在 

及び供用 

建
設
機
械
の
稼
働 

工
事
用
車
両
の
運
行 

掘
削
工
事
及
び
切
土 

・
盛
土
・
造
成
工
事 

敷
地
の
存
在 

施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

施
設
利
用
車
両
の
走
行 

環境の自然的構
成要素の良好な
状態の保持 

大気環境 

大気質 

硫黄酸化物      ●  

窒素酸化物 ● ●    ● ▲ 

粉じん等 ● ● ●   ● ▲ 

石炭粉じん        

ダイオキシン類      ●  

微小粒子状物質      ▲  

その他の有害物質      ●  

騒音及び 
振動 

騒 音 ● ●    ▲ ▲ 

振 動 ● ●    ▲ ▲ 

低周波音      ▲  

悪臭 悪臭      ●  

水環境 

水 質 

水素イオン濃度   ▲     

化学的酸素要求量等      －  

土砂による水の濁り   ●     

ダイオキシン類        

有害物質        

水 温        

水底の底質 
ダイオキシン類        

水底の堆積状況等        

地下水 
地下水の水質        

地下水の水位・流れ   －     

その他 
富栄養化        

流向及び流速        

土 壌 環 境
及 び そ の
他の環境 

土壌 土壌汚染        

地盤 地盤沈下   －     

地形及び 
地質 

重要な地形及び地質並びに
特異な自然現象 

   －    

その他 日照阻害        

生物の多様性の
確保及び自然環
境の体系的保全 

動 物 
重要な種及び注目すべき生
息地 

●  ● ●    

植 物 重要な種及び重要な群落   ● ●    

生態系 地域を特徴づける生態系   ● ●    

人と自然との豊
かな触れ合いの
確保 

景 観 
主要な眺望点及び景観資源
並びに主要な眺望景観 

   ● ●   

人と自然との触れ合い
の活動の場 

主要な人と自然との触れ合
いの活動の場 

●  ● ● ● ●  

環境への負荷 

廃棄物等 
廃棄物      ●  

建設工事に伴う副産物   ●     

温室効果ガス等 
二酸化炭素      ●  

その他の温室効果ガス      ●  

備考 －印は技術指針に記載されている参考項目のうち選定しない項目 
   ●印は技術指針に記載されている参考項目のうち選定する項目 
   ▲印は本事業の特性から環境影響評価項目として選定する項目 
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表 7.2-2(1) 環境影響評価項目として選定する理由及び選定しない理由 

項目 影響要因 
検討 

結果 
選定する理由及び選定しない理由 

大気質 

二酸化硫黄 ・施設の稼働 ○ 

施設の稼働により、二酸化硫黄が発生し、

周辺の生活環境に影響を及ぼす可能性があ

ることから選定した。 

窒素酸化物 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

・施設の稼働 

・施設利用車両の走行 

○ 

建設機械の稼働、工事用車両の運行、施設

の稼働及び施設利用車両の走行により、窒

素酸化物が発生し、周辺の生活環境に影響

を及ぼす可能性があることから選定した。 

粉じん等 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 

・施設の稼働 

・施設利用車両の走行 

○ 

建設機械の稼働、工事用車両の運行、掘削

工事及び切土・盛土・造成工事、施設の稼

働及び施設利用車両の走行により、粉じん

または浮遊粒子状物質が発生し、周辺の生

活環境に影響を及ぼす可能性があることか

ら選定した。 

ダイオキシン類 

・施設の稼働 ○ 

施設の稼働により、ダイオキシン類、微小

粒子状物質及びその他有害物質が発生し、

周辺の生活環境に影響を及ぼす可能性があ

ることから選定した。 

微小粒子状物質 

その他有害物質 

騒音及び

振動 

騒音 ・建設機械の稼働 

・工事用車両の運行 

・施設の稼働 

・施設利用車両の走行 

○ 

建設機械の稼働、工事用車両の運行、施設

の稼働及び施設利用車両の走行により、騒

音・振動が発生し、周辺の生活環境に影響

を及ぼす可能性があることから選定した。 
振動 

低周波音 ・施設の稼働 ○ 

施設の稼働により、低周波音が発生し、周

辺の生活環境に影響を及ぼす可能性がある

ことから選定した。 

悪臭 悪臭 ・施設の稼働 ○ 

施設の稼働により、悪臭が発生し、周辺の

生活環境に影響を及ぼす可能性があること

から選定した。 

水質 

水素イオン濃度 
・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 
○ 

工作物の建設時のコンクリート打設によ

り、河川の水素イオン濃度（pH）に影響を

及ぼす可能性があることから選定した。 

化学的酸素 

要求量等 
・施設の稼働 × 

施設排水は、生活排水及びプラント排水と

もに公共用水域・下水道には放流しないク

ローズドシステムであるため、非選定とし

た。 

土砂による 

水の濁り 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 
○ 

掘削工事及び切土・盛土・造成工事により、

水の濁りが発生し、周辺の生活環境に影響

を及ぼす可能性があることから選定した。 

地下水 
地下水の水位・

流れ 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 
× 

本事業では、造成工事やごみピット等の地

下構造物の工事を伴うものの、現地形に沿

った造成であり大規模でないこと、工事に

際しては止水壁の設置等の適切な対策を行

うことなどから、非選定とした。 

なお、本事業では現施設と同様に地下水の

揚水を行う予定だが、取水量は現施設と比

較し少ない見込みである。 

備考：検討結果において、「○」は本事業で環境影響評価の項目として選定する項目を、「×」は本事業で環境影

響評価の項目として選定しない項目を示す。 

   なお、非選定項目は方法書時点から変わりないが、選定しない理由が分かるよう記載している。 
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表 7.2-2(2) 環境影響評価項目として選定する理由及び選定しない理由 

項目 影響要因 
検討 

結果 
選定する理由及び選定しない理由 

地盤 地盤沈下 
・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 
× 

当該地域の地質は固結堆積物（安山岩）で

あり地盤沈下等の問題が生じる地質ではな

く、現状においても周辺で地盤沈下が生じ

ていないことから非選定とした。 

なお、本事業では現施設と同様に地下水の

揚水を行う予定だが、取水量は現施設と比

較し小さくなる見込みである。 

地形及び

地質 

重要な地形及び

地質並びに特異

な自然現象 

・敷地の存在 × 

施設の周辺には、文化財保護法、福井県文

化財保護条例、世界の文化遺産及び自然遺

産の保護に関する条約、自然環境保全法に

基づく保護上重要な地形及び地質並びに特

異な自然現象は存在しないことから、非選

定とした。 

動物 
重要な種及び注

目すべき生息地 

・建設機械の稼働 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 

・敷地の存在 

○ 

建設機械の稼働、掘削工事及び切土・盛土・

造成工事並びに敷地の存在により、施設周

辺の動物に影響を及ぼす可能性があること

から選定した。 

植物 
重要な種及び重

要な群落 
・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 

・敷地の存在 

○ 

掘削工事及び切土・盛土・造成工事並びに

敷地の存在により、施設周辺の植物及び生

態系に影響を及ぼす可能性があることから

選定した。 
生態系 

地域を特徴づけ

る生態系 

景観 

主要な眺望点及

び景観資源並び

に主要な眺望景

観 

・敷地の存在 

・施設の存在 
○ 

敷地の存在及び施設の存在により、景観構

成要素の変化が生じ、周辺の景観への影響

を及ぼす可能性があることから選定した。 

人と自然

との触れ

合いの活

動の場 

主要な人と自然

との触れ合いの

活動の場 

・建設機械の稼働 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 

・敷地の存在 

・施設の存在 

・施設の稼働 

○ 

建設機械の稼働、掘削工事及び切土・盛土・

造成工事、敷地の存在、施設の存在並びに

施設の稼働により、人と自然との触れ合い

の活動の場の利用に影響を及ぼす可能性が

あることから選定した。 

廃棄物等 

廃棄物 ・施設の稼働 ○ 
施設の稼働により、廃棄物が発生すること

から選定した。 

建設工事に伴う

副産物 

・掘削工事及び切土・盛土・

造成工事 
○ 

掘削工事及び切土・盛土・造成工事により、

建設工事に伴う残土や伐採林等の副産物が

発生することから選定した。 

温室効果

ガス等 

二酸化炭素 

その他の温室効

果ガス 

・施設の稼働 ○ 

施設の稼働により、二酸化炭素及びその他

の温室効果ガス（メタン、一酸化二窒素）

が発生することから選定した。 

備考：検討結果において、「○」は本事業で環境影響評価の項目として選定する項目を、「×」は本事業で環境影

響評価の項目として選定しない項目を示す。 

   なお、非選定項目は方法書時点から変わりないが、選定しない理由が分かるよう記載している。 

 


